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２００９年６月期
第２四半期決算の状況

－２－－２－



１．２００９年６月期 第２四半期決算の総括（連結）

－３－－３－

売売 上上 高（高（28,42328,423百万円、前年同期比＋百万円、前年同期比＋4.04.0％）％）

首都圏営業本部および愛知営業本部が好調、静岡営業本部・ベネッセレ事業部は低調に推移。
子会社オズは、循環器関連の症例増加により引き続き高額消耗品が好調なのに加え、備品販
売も好調に推移。

経常利益（経常利益（333333百万円、前年同期比＋百万円、前年同期比＋5.75.7％）％）

営業外損益については例年とほぼ同金額。

売上総利益（売上総利益（3,1523,152百万円、前年同期比＋百万円、前年同期比＋5.65.6％）％）

子会社オズでの収益性の高い高額消耗品の販売増と単体での売上総利益率の上昇（0.2％）が寄
与し、売上総利益は前年同期比5.6％増。

販売費及び一般管理費（販売費及び一般管理費（2,8812,881百万円、前年同期比＋百万円、前年同期比＋5.55.5％）％）

営業利益（営業利益（270270百万円、前年同期比百万円、前年同期比+6.9+6.9％）％）

新基幹システムの導入（2008年4月）に伴い減価償却費が前年同期比199.8％（60,522千円増）、
修繕費が前年同期比181.4％（20,396千円増）、メディメッセージ開催等により広告宣伝費が前年
同期比166.2％（20,084千円増）等により、販管費は前年同期比105.5％（148,983千円増）となっ
たものの、売上総利益の上昇が寄与し、営業利益は前年同期比6.9％増。



((単位：百万円、％単位：百万円、％))

２．２００９年６月期 第２四半期の概況（連結）

－４－－４－

連結損益

08/6期

中間期(実績)

09/6期

第2四半期(予想)

09/6期

第2四半期(実績)
対前年同期

増減額

(前年比)

対予想

増減額

(予想比)金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

売 上 高 27,327 100.0 28,524 100.0 28,423 100.0
1,095

(104.0)

▲101

(99.6)

売 上 総 利 益 2,985 10.9 3,066 10.8 3,152 11.1
166

(105.6)

85

(102.8)

営 業 利 益 253 0.9 104 0.4 270 1.0
17

(106.9)

166

(259.3)

経 常 利 益 315 1.2 162 0.6 333 1.2
17

(105.7)

170

(205.0)

四 半 期 純 利 益 177 0.6 87 0.3 177 0.6
0

(100.1)

90

(203.1)

１株当たり利益

（ 円 銭 ）
21.17 10.32 20.97

▲0.2

(99.1)

10.65

(203.2)

※ 09/6期第2四半期の予想は8月13日に発表した数字です



((単位：百万円、％単位：百万円、％))

セ グ メ ン ト
08/6期

中間期

09/6期

第2四半期

前年

同期比

医療機器販売事業

売 上 高 26,33027,470104.3

先端医療機器 9,236 9,531103.2

医療用具・備品 17,09417,939104.9

営 業 利 益 774 883 114.0

そ の 他 の 事 業
売 上 高 996 952 95.6

営 業 利 益 △15 3 -

３．セグメント別実績（連結）

－５－－５－



((単位：百万円、％単位：百万円、％))

商 品 群 別 売 上 高
08/6期

中間期

09/6期

第2四半期

前年

同期比

先 端 医 療 機 器

画像診断装置 1,159 868 74.9

内視鏡 1,917 1,973103.0

各種臨床検査機器 1,565 1,762112.5

眼科 1,499 1,679112.0

カーディオバスキュラー 3,093 3,247104.9

合 計 9,236 9,531103.2

医療用具・備品 消耗品類・手術用機器等 17,09417,939104.9

４．製品群別実績（連結）

－６－－６－
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－７－－７－
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② ＰＴＡ
※

販売の状況

末梢血管用バルーンカテーテル

※末梢血管用バルーンカテーテル

末梢血管用バルーンカテーテル

－８－－８－

■08/6期 ■09/6期

売 上 （単位（単位 百万円）百万円）

売上総利益・利益率（単位（単位 百万円）百万円） （単位（単位 ％）％）

■ ― 08/6期 ■ ― 09/6期



６．エリア別販売実績 ①営業エリアの状況

－９－－９－

静岡県を中心に１都５県に拠点展開静岡県を中心に１都５県に拠点展開



((単位：百万円、％単位：百万円、％))

08/6期中間期（実績） 09/6期第2四半期（実績） 前年

同期比売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比

静 岡 県 15,80357.8 15,170 53.4 96.0

東 京 都 1,205 4.4 1,727 6.1 143.2

神 奈 川 県 3,22411.8 3,537 12.4 109.7

愛 知 県 6,01022.0 6,809 24.0 113.3

山 梨 県 1,047 3.9 1,147 4.0 109.5

長 野 県 35 0.1 30 0.1 86.9

総 計 27,327100.028,423100.0 104.0

② 都県別販売実績（連結）

－１０－－１０－



((単位：百万円単位：百万円))

貸 借 対 照 表
08/6期

中間期

08/6期

期 末

09/6期
第2四半期

流 動 資 産 合 計 16,17114,00716,736

固 定 資 産 合 計 3,1013,1052,885

資 産 合 計 19,27217,11319,622

流 動 負 債 合 計 14,65912,46015,042

固 定 負 債 合 計 285 262 198

負 債 合 計 14,94412,72215,240

純 資 産 合 計 4,3274,3904,382

負 債 及 び
純 資 産 合 計

19,27217,11319,622

■■ 貸借対照表分析貸借対照表分析

７．財務分析（連結）

－－11１－１－

06/6期 07/6期 08/6期

棚卸資産 1,838 1,918 2,222

回転期間

（回転日数）
15.70 15.94 16.89

((単位：百万円、日単位：百万円、日))

※棚卸資産回転日数＝ 365 ÷（売上原価÷棚卸資産）

■■ 棚卸資産推移棚卸資産推移



－１２－－１２－

８．医療関連市場について

□ 高齢化、技術革新、健康志向の高まり等、医療支出は引き続き拡大していく見通し
⇒医療関連ビジネス拡大傾向

□ 国家財政を圧迫する社会保障費の拡大抑制として、当局による医療保険制度の改革を推進
⇒病院・診療所の経営環境は急速に悪化、淘汰が加速する可能性

医療支出の拡大

（高齢化、技術革新、健康志向の高まり等）

医療制度改革

（診療報酬引下げ、度重なる制度改定）

医療機関の経営悪化

（医療機関の経営統合や共同購入の進展）

病院数減少
（販売先減
少）

値下げ圧力大
（買い控え）



((単位：百万円、％単位：百万円、％))

損益
08/6期

（実績）

09/6期

（予想）
前期比上期

（実績）
下期
（予想）

売上高

医療機器販売事業 51,807 27,470 26,066 53,536 103.3

その他の事業 2,181 952 1,362 2,314 106.1

合 計 53,989 28,423 27,427 55,850 103.4

営業利益 377 270 62 332 88.1

経常利益 514 333 119 452 88.0

当期純利益 273 177 73 250 91.5

売上高営業利益率 0.7 1.0 0.2 0.6

達成のためのポイント：
・ 償還価格引下げによる売上総利益率の低下を最小に抑えるために大量購買による価
格交渉等で仕入価格の削減を図る
・ 高度先端医療機器等の器械備品の案件を確実に成約に結びつける
・ 首都圏・愛知県の新規顧客に対し営業努力により販売増加を図る

９．２００９年６月期 業績予想（連結）

－１３－－１３－



１０．業績予想の要因分析

－１４－－１４－

09/6期

第2四半期実績
09/6期予想

売 上 高 28,423 55,850

売上総利益率 11.1 11.2

販管費比率

（対売上高）
10.1 10.6

((単位：百万円）単位：百万円）



持株会社制への移行について

－－11５－５－



１１．設立の目的・意義

－１６－－１６－

１．グループ経営機能の強化１．グループ経営機能の強化
① 各事業会社の垣根を排除したシナジー効果追求
② 管理部門統合によるコスト削減

２．コーポレートガバナンスの強化２．コーポレートガバナンスの強化
各事業会社の自立性と自己責任の明確化

３．機動的な企業再編・組織再編の推進３．機動的な企業再編・組織再編の推進
① システムの統合
② 物流体制の整備

友好的M&Ａの実施、国内トップシェアを目指す



１２．設立の概要

－１７－－１７－

持株会社

統合形態

新協和医科器械株式会社 株式会社オズ

Ａ社

B 社

C 社

・
・
・

・
・
・



１３．設立のスキーム

－１８－－１８－

現在

協和医科器械株式会社

株式会社オズ

設立後

持株会社

新協和医科器械株式会社 株式会社オズ
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１４．中期業績目標（連結）

－１９－－１９－

＋アルファはＭ＆Ａの成否次第＋アルファはＭ＆Ａの成否次第
順調に売上拡大

売上高
2,500億円
へ

M&Aで業界
TOPを目指す

（売上高：億円） （経常利益：百万円）



１５．問合せ先

－２０－－２０－

Ｉ Ｒ
担 当 役 員 代表取締役社長 池谷 保彦
事務担当部署 経営業務支援室

情 報 開 示
担 当 役 員 取締役常務執行役員

経営管理本部長 柴田 英治
事務担当部署 経営企画部門

Ｔ Ｅ Ｌ ： ０５４－３４５－８１４４

Ｆ Ａ Ｘ ： ０５４－３４９－２０２１

メ － ル ： ir_k@kyowaika.co.jp

Ｕ Ｒ Ｌ ： http://www.kyowaika.jp/



補足資料

－２１－－２１－



【会 社 名】 協和医科器械株式会社

【本社所在地】 静岡県静岡市清水区草薙北3番18号

【設 立】 １９５９年７月

【代 表 者】 代表取締役社長 池谷保彦

【資 本 金】 ８３５，７４３，５２０円

【事 業 内 容】 医療機器の販売及びメンテナンス、介護福祉機器の販売及びレンタル事業

【従 業 員】 ５４６ 名 ＜連結＞ （２００８年１２月末現在）

【決 算 期】 ６月末

【支 店】 横浜・甲府・沼津・焼津・掛川・浜松・豊橋・名古屋・小牧

【営 業 所】 江東・東京・厚木・岡崎

【ベネッセレ】 静岡・岡崎・飯田

【グループ会社】 子会社1社 株式会社オズ（持株比率100％）
関連会社1社 株式会社エヌエイチエス静岡（持株比率34％）

【経 営 理 念】 医療器械の販売を通じ地域医療の向上に貢献し、
事業の限りなき発展と共に社員の福祉向上を目的とする

１．会社概要

－２２－－２２－



1959年７月 静岡県清水市(現静岡県静岡市)に協和医科器械株式会社を設立し医療機器販売事業を開始。
静岡県静岡市に静岡営業所(現ベネッセレ静岡)を開設。

1965年８月 静岡県沼津市に沼津営業所(現沼津支店)を開設。

1968年10月 静岡県浜松市に浜松営業所(現浜松支店)を開設。

1975年８月 レントゲン及び医用電子部門の販売力を強化するため精工医科電機株式会社を吸収合併し、

ＭＥ事業部を創設して修理及びメンテナンス事業を開始(現技術部門)。

1980年５月 山梨県田富郡に山梨営業所(現甲府支店)を開設。

1980年８月 レントゲン及び医用電子部門の専門性と販売力を強化するためＭＥ事業部を独立させ静岡

県清水市(現静岡県静岡市)に株式会社協和エムイー設立。

1981年１月 循環器科・眼科の専門性と販売力を強化するため株式会社オズ(現連結子会社・特定子会社、

本社：静岡県静岡市)に資本参加。

1993年10月 神奈川県横浜市に横浜営業所(現横浜支店)を開設。

1995年10月 東京都府中市に西東京営業所を開設。

1995年11月 静岡営業所内において介護福祉事業ショップとしてベネッセレ静岡を開設。

1997年８月 愛知県名古屋市に名古屋南営業所(現名古屋支店)を開設。

1998年12月 愛知県内の販売力強化のため株式会社ハヤシの株式を100％取得。

2005年６月 神奈川県厚木市に厚木営業所を開設。

2006年５月 長野県飯田市にベネッセレ飯田を開設。

2006年９月 ジャスダック証券取引所に株式を上場

2007年７月 株式会社栗原医療器械店との業務提携締結。

２．沿革

－２３－－２３－



３．事業内容

国内の医療機器メーカー・代理店・商社等（約１,０００社）より仕入れた医療機器(備品・消
耗品)など約20数万点にも及ぶ商品を国内の病院等医療施設に販売しており、当社グ
ループの基幹事業であります。

（１）介護福祉機器の販売及びレンタル事業

国内の介護福祉機器メーカー・代理店・商社等より仕入れた介護福祉機器(備品・消耗
品)を国内の病院等医療施設及び一般個人に販売しております。また、介護福祉機器の
一般個人へのレンタルを行っております。

（２）医療機器の修理及びメンテナンス事業

当社が病院等医療施設に販売した医療機器の修理及びアフターサービス、病院等医療
施設との保守契約に基づく医療機器全般のメンテナンスを行っております。

医療機器販売事業医療機器販売事業

その他の事業その他の事業

－２４－－２４－



①医療機器販売事業

■画像診断装置 ＰＥＴ、ＭＲＩ、ＣＴ、エコー

■内視鏡 ビデオ内視鏡システム、外科内視鏡シ
ステム

■各種臨床検査機器
生化学自動分析装置、尿分析装置

■眼科 自動視野計、レーシック、フェイコマシーン

■カーディオバスキュラー（心臓循環器系）用具
人工心臓弁、ペースメーカー、ステント

先端医療機器

■消耗品類 注射器、点滴用品、Ｘ線フィルム

■検査機器 血圧計、顕微鏡、心電図検査機

■病院内備品 ベッド、車椅子、薬品棚

■手術用機器・手術用具 人工関節等

■その他 レセプトコンピュータ、電子カルテ

医療用具・備品

検査や治療を迅速・正確にするための先端医療機器販売と検査や治療を迅速・正確にするための先端医療機器販売と

注射器などの消耗品から事務機器まで薬品以外のほとんど全てをカバー注射器などの消耗品から事務機器まで薬品以外のほとんど全てをカバー

－２５－－２５－



②その他の事業

（１）介護福祉機器の販売及びレンタル事業他

（２）医療機器の修理及びメンテナンス事業

販売･レンタル

レンタル件数：約３３，０００件

当社が販売した医療機器の修理及びアフターサービスが基本で

あり、安定収入となっています。

修理及びアフターサービス対象製品：Ｘ線診断装置・心電計 等

保守契約施設数：約２５０施設

－２６－－２６－

介護福祉機器(備品・消耗品) 介護施設

等

一般個人

救急車搭載医療器械救急車搭載医療器械

（３）メディカルシステム事業（ＡＳＰサービス）



（ＡＳＰ）（ＡＳＰ）（商品仕入）（商品仕入）

４．事業系統図

※１ ㈱オズは連結子会社（100％出資）であり、静岡県を中心に心臓循環器系の販売事業を行っております。

※２ ㈱エヌエイチエス静岡は持分法非適用の関連会社

※３ Supply Processing & Distributionの略語で、病院が医療材料の物流管理を外注化し、病院所有の在庫の削減、病院側の物品管理
作業の軽減を図るシステムのことであります。SPDの運用は、病院との契約により、医療機器販売会社又は専業の会社が行いま
す。当社グループにおいては㈱エヌエイチエス静岡がＳＰＤの運用を行っております。

※４ Application Service Providerの略語で、ユーザーはウェブブラウザなどでアクセスして弊社が保有するインターネット上のサーバー
に格納された在庫管理ソフトをレンタルで利用する仕組み

－２７－－２７－

（商品仕入・販売）（商品仕入・販売）

個人

病院等医

療施設

㈱オズ※１

㈱エヌエイチエス静岡※２

ＳＰＤ※３

当 社

医療機

器販売

事業

（レンタル）（レンタル）

（修理・メンテナンス）（修理・メンテナンス）

（（レンタルレンタル））

（商品販売）（商品販売）

医療機器・介

護福祉機器

メーカー、代

理店、商社等

福祉用具レン

タル卸サービ

ス事業会社

医療材料ディーラー

その他

の事業



５．医療機器販売事業営業体制

－２８－－２８－

※人数の内（ ）内は営業担当者の数です。

管理部門は除いてあります

協和医科器械グループ
443（ 323）名

㈱オズ
カーディオバスキュラー

45（28）名

協和医科器械㈱
398（295）名

プロフェッショナル営業
55（53）名

エリア営業
消耗品・検査機器・病院内備品・手術用機器、手術用具・その他

343（242）名

内視鏡営業部門
内 視 鏡

検査システム営業部門
各種臨床検査機器

イメージング営業部門
画像診断装置

静岡営業本部
静岡県内
162(108)名

首都圏営業本部
首都圏地区
97(72)名

愛知営業本部
愛知県内
84(62)名眼科営業部門

眼 科

医療機器販売事業営業組織

先端医療機器
医療用具・備品

（2008年12月末）



((単位：百万円、％単位：百万円、％))

６．２００９年６月期 四半期業績の推移（連結）

－２９－－２９－

07/6期 08/6期 09/6期

金額 構成比 金額 構成比 金額

売上 高

第1四半期 12,626 25.5 13,256 24.5 13,185

第2四半期 12,359 25.0 14,071 26.1 15,237

第3四半期 13,094 26.4 14,468 26.8 -

第4四半期 11,431 23.1 12,193 22.6 -

営業利益

第1四半期 23 7.2 101 27.0 100

第2四半期 121 37.0 151 40.1 170

第3四半期 234 71.6 183 48.6 -

第4四半期 △51 △15.8 △59 △15.7 -

経常利益

第1四半期 32 7.4 131 25.5 133

第2四半期 148 33.9 184 35.9 200

第3四半期 262 60.1 216 42.0 -

第4四半期 △6 △1.4 △17 △3.4 -

※四半期毎の業績については、監査法人トーマツ（当社会計監査人）の会計監査は受けておりません。

当社グループの販売高の75％程度が病院等の医療機関です。また、公的病院等への販売高は40％程度ですが、当該病院等は年
度末にかけて設備投資を集中して行う傾向があるため当社グループの販売高及び利益は当該時期に増加する傾向があります。ま
た、医療機関の新築、移転、増築が行われる際には、多額の医療機器の一括購入が発生し、一時的に販売高が増加する場合があ
ります。従って、当社グループの四半期又は半期の経営成績は、通期の経営成績に連動するものではなく、四半期又は半期の経
営成績だけをもって、通期の経営成績を予想することは困難です。



７．主要仕入先・販売先 （単体）

仕入先名 仕入品目
07/6期決算期 08/6期決算期

仕入金額 比率 仕入金額 比率

Ａ社 ステント、針付縫合糸、自動吻合器他 3,148,096 7.8 3,620,269 8.2

Ｂ社 人工肺、血管手術用カテーテル他 1,557,606 3.9 1,606,187 3.6

Ｃ社 不織布、キット他 1,373,007 3.4 1,536,857 3.5

Ｄ社 カテーテル、自動吻合器他 1,206,689 3.0 1,348,468 3.1

Ｅ社 内視鏡カメラ他 1,290,220 3.2 1,286,611 2.9

その他約900社 31,732,867 78.7 34,737,071 78.7

合 計 40,308,485 100.0 44,135,465 100.0

（単位：千円、％）

－３０－－３０－

販売先名 販売品目
07/6期決算期 08/6期決算期

販売金額 比率 販売金額 比率

Ｆ施設 医療用消耗品 1,875,244 4.2 1,981,771 4.1

Ｇ施設 医療用器械・消耗品 1,982,988 4.4 1,678,468 3.4

Ｈ施設 医療用器械・消耗品 1,847,649 4.1 1,574,058 3.2

Ⅰ施設 医療用消耗品 847,519 1.9 1,565,592 3.2

Ｊ施設 医療用器械・消耗品 1,357,848 3.0 1,339,325 2.7

そ の他約2,100社 37,271,949 82.4 40,905,529 83.4

合 計 45,183,198 100.0 49,044,746 100.0

仕入・販売先とも分散しており、一得意先の影響が受け難くなっています。仕入・販売先とも分散しており、一得意先の影響が受け難くなっています。



－３１－－３１－

８．医療費の増加と医療機器ビジネスの拡大

□ 高齢化が進むため、医療支出拡大は避けられず、

今後も、医療機器・ヘルスケア市場は拡大していく見込み

高齢化の加速と

医療費の増大

出所）厚生労働省保険局企画課「国民医療費の将来予測」



－３２－－３２－

９．診療報酬改定の状況

医療機関→影響無し

（当社）

2006年4月改定の
1/2の価格下落

改定年月

診療報酬引上げ率 薬価基準引上げ率
合計

（Ａ）+
（Ｂ）医科 歯科 調剤

医療費

ベース

（Ａ）

薬価ベース

医療費

ベース

（Ｂ）

89年4月 － － － 0.11 2.4 0.7 0.76

90年4月 4.0 1.4 1.9 3.70 -9.2 -2.7 1.00

92年4月 5.4 2.7 1.9 5.00 -8.1 -2.5 2.50

94年4月

94年10月

3.5

1.7

2.1

0.2

2.0

0.1

3.30

1.50

-6.6

－

-2.1

－
2.70

96年4月 3.6 2.2 1.3 3.40 -6.8 -2.6 0.80

97年4月

97年9月

1.3
－

0.8
－

1.2
－

1.70

－

－

-4.4

－

-1.4
0.33

98年4月 1.5 1.5 0.7 1.50 -9.7 -2.8 -1.30

00年4月 2.0 2.5 0.8 1.90 -7.0 -1.7 0.20

02年4月 -1.3 -1.3 -1.3 -1.30 -6.3 -1.4 -2.70

04年4月 0.0 0.0. 0.0 0.00 -4.5 -1.0 -1.00

06年4月 -1.5 -1.5 -0.6 -1.40 -6.7 -1.8 -3.20

08年4月 0.42 0.42 0.17 0.38 -5.20 -1.20 -0.82

（各種報道資料等から当社作成）

薬価部分を含めた全体では
0.82％の引下げと4回連続
のマイナス。

開業医の初診・再診料の引
下げは今回見送り
次回以降の焦点。

♦ 介護保険制度改革
♦ 第４期介護保険事業
支援計画の施行
2009年度に予定



１０．当社の基本戦略

－３３－－３３－

市場環境を踏まえた当社グループの経営課題

・既存ビジネスの高付加価値化との相乗効果による「Ｍ＆Ａ
（業務提携）の推進」

・メーカーに対する価格交渉力の向上による「仕入コスト低減」

・国内最大市場である「首都圏地域での競争力アップ」

規模拡大（Ｍ＆Ａ）と高付加価値化により
リーディングカンパニーへ

基
本
戦
略

既存ビジネスの効
率化・強化による
高付加価値化

Ｍ＆Ａによる
規模拡大

＋
・「情報システム構築」による効率的な安全管理、サービス提
供および 適格な顧客管理（債権管理・リスク管理）の実現

・企画提案力の向上による「新規取引先獲得」

・業務効率の改善による「コスト低減」

・多様化する医療機関のニーズへの対応



１１．当社の基本戦略の進捗状況

－３４－－３４－

基本戦略に基づき、下記の施策を実行しています基本戦略に基づき、下記の施策を実行しています

① 新基幹システム投資による効率化･事業基盤の整備

② 顧客ニーズに合致した高付加価値サービス提供

・残価設定型リースプランの開始

・ASPサービス（医療材料の購買・在庫管理）の提供

③ 栗原医療器械店との業務提携と協力関係の強化



医療材料の購買・在庫管理ソフト

－３５－－３５－

MSC@在庫管理 MSC@WebEDI

ネット調達市場

MSC@PORTAL

MSC Solutions

ASPサービス
（インターネット上のソフト） B to B インフラ

医療機関

医療機関医療機関 取引企業 取引企業

取引企業

医療機関にとって

・医療材料の最適化

・在庫量・管理業務の最適化

・病院間のベンチマーキングによる課題抽出

・販売価格の見える化によるコスト削減

・共同購買組合としてのインフラ

販売企業にとって

・販売コストの削減

・サプライチェーンによる物流コストの削減

・無店舗により市場の拡大

・共同購買組合としての体制作り

・顧客満足度の向上

・医療材料最適化コンサルティング

② 顧客ニーズに合致した高付加価値サービス提供

医療材料コストの最適化ソリューション ～分析レポートの配信によるコスト管理の支援サービス～

業界初の用途分類搭載の医療材料データベース ～用途分類により同種同効品の採用状況が一目瞭然～



② 顧客ニーズに合致した高付加価値サービス提供

－３６－－３６－

残価設定型リースプランを開始

リース料
リース料

残存価値

費 用 費 用

期 間 期 間

ファイナンシャルリース 残価設定型リースプラン

・０８年４月より、『残価設定型リースプラン』による医療機器販売
を開始
・費用負担の軽減により、老朽化した医療機器の更新や新規導入を推進

医療機関の主なメリット

初期購入費用の低減、全額損金処理が可能、
最新機器の導入による安全性・業務効率の向上、
保守点検費用を含み安全管理が向上



１２．新基幹システム投資による効率化・事業基盤整備

－３７－－３７－

調達管理 販売管理

発注管理

入出荷
管理

在庫管理
ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ
管理

物流管理

会計管理

顧客管理
与信管理

DWH

導 入 目 的

業務の効率化
と運用の標準化

チェック・
牽制の強化

品質管理の強化事業拡大・M&A 
に備えた基盤整備

管理会計 財務会計

予実管理

データの可視化

システム概要

新基幹システム導入 （2008年4月稼働）

チェック／
ワークフロー機能



－３８－－３８－
（当社調べ）

三菱商事㈱
㈱日本ホスピタルサービス

1995/8設立

㈱エヌエイチエス静岡

㈱メディセオメディカル
㈱中川誠光堂と㈱クラヤ
三星堂が合併し誕生

㈱メディセオ・パルタック
HD事業持株会社

当社グルー
プ

2000/7㈱ハヤ
シと合併

小西医療器

アルフレッサ・ピップトウ
キョウ㈱SPD事業

㈱ムトウ
他社買収・合併

㈱スズケンアルフレッサHD

ウイン・インター
ナショナル

循環器製品販売会と
資本業務提携

㈱八神製作所

日本メディカルア
ライアンス

2005/11  21社の共同
仕入会社設立

山下医科
器械㈱

㈱ほくやく
・竹山HD
㈱ほくやくと
㈱竹山が統合

㈱栗原医療
器械店

㈱大霜を子会社
化

アスクル
カタログ

㈱プロキュア

㈱UMC
医療機器会社5社
による共同出資会社

ピップトウキョウ㈱

異業種
との連携

同業
との連携

医薬品卸
との連携

全 国 展 開 志 向 型地域密着型

業務提携
代理店契約

資本の流れ

静岡より
関東から東海へ

名古屋より全国へ
セイエイ・エル・
サンテホールディ
ング設立

北海道
より全
国へ

販売代 理店契約

１３．M＆A等について ①業界内の連携状況

(解消)



－３９－－３９－

ディーラー名 年 月 内 容

㈱ムトウ
(北海道)

2006年 3月

2006年 6月

2006年 7月

2006年12月

木内メディックス（山梨県）に資本参加子会社化

子会社㈱五味医療機器と木内メディックス（共に山梨県）を合併し㈱ムトウ山梨を設立

本社機能の一部（営業企画・仕入部門）を東京へ移転

ハトヤ（長野）買収（50％超）、マスト（長野）資本参加（19.2％）

竹山 （北海道） 2006年 9月 医薬品卸ほくたけと共同持株会社設立

㈱栗原医療器械店
(群馬県)

2006年 5月
2007年 4月

イリカ福祉メディカル㈱より営業譲渡
㈱大霜を資本参加により子会社化

㈱八神製作所
(愛知県）

2007年 1月
2009年 1月

名張医科産業㈱と合併
セイエイ・エル・サンテホールディング㈱設立（8社）

小西医療器㈱
（大阪府）

2007年 9月 共和医理器㈱（広島）と共同持株会社設立

グリーンホスピタ
ルサプライ
（大阪府）

2006年 8月

2006年11月

2007年 3月

2007年 7月

2008年 2月

サンライフ（神奈川）買収

セントラルユニをＴＯＢにより買収

調剤薬局、仙台薬局買収

医療機関向けコスト管理コンサル、エム・アール・ピーに資本参加（25.5％）

幹細胞治療に関する開発、商業化を行う米サイトリに資本参加（11.5％）

㈱カワニシホール
ディングス
(岡山県)

2006年 1月

2006年 4月

2006年 7月

ネオス医科㈱（奈良県橿原市）の株式を100％取得

日光医科器械㈱にネオス医科㈱を合併

高塚薬品(株)（岡山市）の株式を100％取得

山下医科器械㈱
（福岡県）

2008年 1月 宮野医療器㈱と共同持株会社設立発表（2008年6月 解消）

医療機器ディーラーの合併等の状況医療機器ディーラーの合併等の状況

（当社調べ）

②業界内の集約化状況



１４．業界環境 ①業界順位（専業ディーラー別）

出所）「医療機器・用品年鑑２００８年度版市場分析編」㈱アールアンドディ発行より

(単位：％)

順
位

静岡 県 愛知 県 山梨 県

社名 シェア 社名 シェア 社名 シェア

１ 当社 29.0 八神製作所 28.9 マコト医科精機 22.5

2 八神製作所 9.8 当社 5.3 豊前医化 19.4

3 オズ 7.0 三輪器械 5.2 当社 10.7

4 富士フィルムメディカル 3.8 エッチエスメディカル 2.7 ムトウ山梨 5.9 

5 コニカミノルタヘルスケア 3.2 名古屋医理科商会 2.5 平塚メディカル 3.6 

6 東西医用器 3.0 コニカミノルタヘルスケア 2.4 中央メディカル 2.7 

7 アクセス 2.8 リィツメディカル 2.3 伊東メディカル 1.9 

8 リィッツメディカル 2.7 加藤器械店 2.0 富士フィルムメディカル 1.7 

9 西村医療器 2.7 ワキタ商会 1.8 平穂医科器械 1.2 

10 ﾜｰﾙﾄﾞ･ﾒﾃﾞｨｶﾙ･ｻﾌﾟﾗｲ 2.7 オリオン電機 1.6 ライフサポート 1.1 

－４０－－４０－



②業界順位（専業ディーラー別）

出所）「医療機器・用品年鑑２００８年度版市場分析編」㈱アールアンドディ発行より

(単位：％)

順
位

神奈 川 県 群馬 県 茨城 県

社名 シェア 社名 シェア 社名 シェア

１ 望星サイエンス 5.4 栗原医療器械店 41.2 栗原医療器械店 10.9

2 ソルブ 5.1 群馬エム・イーテクニカルサービス 4.1 ムトウ 9.6

3 サンメディックス 5.0 シーアールメディカル 3.2 日東 8.3

4 八神製作所 4.6 栗原レントゲン 2.9 アステック 7.0

5 当社 3.5 エムシー 2.8 三陽 4.0

6 東和医科器械 3.3 メディコ 2.6 中嶋メディカルサプライ 3.5

7 富士フィルムメディカル 3.2 富士フィルムメディカル 2.5 コニカミノルタヘルスケア 3.5

8 メディセオメディカル 3.0 KSオリンパス 2.4 富士フィルムメディカル 3.3

9 コニカミノルタヘルスケア 2.8 ディーブイエックス 2.1 セントラルメディカル 2.8

10 サンライフ 2.7 川崎医療器 1.7 双葉 2.6

－４１－－４１－



③業界順位（専業ディーラー別）

出所）「医療機器・用品年鑑２００８年度版市場分析編」㈱アールアンドディ発行より

(単位：％)

順
位

栃木 県 埼玉 県 全 国

社名 シェア 社名 シェア 社名

１ サンメディックス 21.4 栗原医療器械店 9.5 ㈱ムトウ

2 栗原医療器械店 9.7 ムトウ 6.8 ㈱八神製作所

3 日成メディカル 9.6 富士フィルムメディカル 3.2 ㈱日本ホスピタルサービス

4 エムシー 3.7 平和医用商会 2.9 ㈱メディセオメディカル

5 富士フィルムメディカル 3.3 いわしや盛田器械店 2.8 宮野医療器㈱

6 KSオリンパス 3.2 メディセオメディカル 2.8 小西医療器㈱

7 栃木放射線 2.6 アイティーシー 2.3 当社

8 いわしや丸富器械店 2.4 コニカミノルタヘルスケア 2.2 グリーンホスピタルサプライ㈱

9 アスト 1.5 ウィンインターナショナル 1.9 ㈱栗原医療器械店

10 イオス商事 1.2 アスト 1.6 村中医療器㈱

－－44２－２－



１５．配当政策

－４３－－４３－
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1株当たり配当金(円)

連結配当性向（％)

03年3月株式分割（1:1.5）実施

06年5月株式分割（1:20）実施

※株式分割考慮

記念配当２円
を含む

中長期にわたる経営基盤の強化と事業拡大に必要な内部留保を確立しつつ、成長に応
じた成果の配分を実施（連結配当性向20～30％）する事を基本方針としております。



１６．株主状況

－４４－－４４－

発行可能株式数 22,000,000 株

発行済株式総数 8,478,080 株

株主数 990 名

（自己株式 5,077株含む）

所有者別株主数比率



本資料は当社をご理解いただくために作成されたもので、当社への投資勧誘を

目的としておりません。

本資料を作成するに当たっては正確性を期すために慎重に行っておりますが、

完全性を保証するものではありません。本資料中の情報によって生じた障害や損

害については、当社は一切責任を負いません。

本資料中の業績予想ならびに将来予測は、本資料作成時点で入手可能な情報

に基づき当社が判断したものであり、潜在的なリスクや不確実性が含まれていま

す。そのため、事業環境の変化等の様々な要因により、実際の業績は言及また

は記述されている将来見通しとは大きく異なる結果となることがあることをご承知

おきください。

本資料お取扱い上のご注意

－４５－－４５－


